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新型コロナウィルスや世界的な半導体不足により世界中の皆さまが影響を受ける
中、徐々に回復の兆しが見え始めてきております。関係する皆さまに改めて感謝
の意をお伝えさせていただきます。

当社は、5月に発表した中期経営計画 Transformative Value Evolution 
に基づき、新しい価値を皆さまに提供すべく様々な活動をしており、本日は決算
の説明に加え、中計の活動の進捗についてもご説明させていただきます。
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売上高は、前期比158億円増加の954億円、

営業損失は、前期比38億円回復の56億円となりました。

経常損失は、前期比63億円回復の46億円、

親会社株主に帰属する四半期純損失は、前期比83億円回復の47億円と

なりました。

詳細は決算概況をご覧ください。
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売上高の主な増減ですが、

日本は、前期比5億円減少の346億円、

（収益認識会計基準等の適用により、売上高は109億円減少しております。）

北米は、前期比47億円増加の187億円、

中南米は、前期比78億円増加の237億円、

中国は、前期比28億円増加の170億円となりました。
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営業利益の主な増減ですが、

日本は、前期比14億円回復の営業損失24億円、

北米は、前期比8億円回復の営業損失19億円、

中南米は、前期比16億円回復の営業損失18億円、

中国は、前期比13億円増益の営業利益8億円となりました。
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売上高は、当初予想比180億円減少の2,160億円、

営業損失は、当初予想比35億円減益の21億円、

経常損失は、当初予想比23億円減益の5億円、

親会社株主に帰属する当期純利益は、当初予想比3億円増益の4億円となる

見通しです。

詳細は予想修正の概況をご覧ください。
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売上高は、前期比174億円増加の2,160億円、

営業損失は、前期比56億円回復の21億円、

経常損失は、前期比67億円回復の5億円、

親会社株主に帰属する当期純利益は、前期比141億円増益の4億円となる

見通しです。
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2021年度よりスタートした中期経営計画(TVE)の進捗状況について事業戦略、
コーポレートガバナンスの順に説明いたします。

事業戦略については直近の課題である「収益改善の進捗」、将来に向けた

「3つのシンカ、カーボンニュートラル」の取組み状況のパートに分けて説明いたします。



当社の中期経営計画(TVE)についてのリマインドです。

TVEの事業戦略ロードマップですが、2030年度には、シートを中心とした空間プ
ロデューサーとなり、またシート部品以外のNon-Automotiveビジネスへの拡充
を行い、この２つが当社のビジネスの両輪となっている状態を目指します。

そのありたい状態からバックキャストし、2021年度から2024年度のフェーズをそれ
ぞれWave0、Wave1と位置付け、「再生・強化」の期間としております。
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事業戦略を進めて行く上で、モノづくり競争力の強化、組織営業力の強化、経
営基盤の強化の３つを重点活動方策として取組んでいます。

ＤＸの促進は、それらの活動を支える土台として位置付けています。
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事業戦略においては、３つのシンカがキーとなります。メインビジネスである川中の
シート組立からより付加価値の高い川上、川下にシフトしていきます。

左側の川上とは先進技術に代表される研究開発分野であり、シートを中心とし
た空間プロデュースの分野につなげていきたいと考えており、“進むシンカ”と位置付
けております。

右側の川下はサービス、コネクティッドなどに当たりますが、カーメーカーと共同で活
動していく以外に、自動車シート以外のNon-Automotive領域に進出していき
たいと考えており、“新しくなるシンカ”と位置付けております。

一方、川中の部分では、これからも引き続き我々のメインビジネスです。ここでは
徹底したリーン化、効率化を図り、魅力商品、高品質、低コストを提供していき
たいと考えており、“深くなるシンカ”と位置付けております。
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事業戦略においての収益改善の進捗について説明いたします。
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収益改善目標ですが、「収益構造の改善」と「モノづくり強化によるコスト低減」で
コロナ影響がなかった2019年度に対して2024年度では90億円～100億円の
営業利益の改善を行っていきます。

内訳として「収益構造の改善」で40億円、「モノづくり強化によるコスト低減」で
55億円の改善を計画しております。
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「収益構造の改善」と「モノづくり強化によるコスト低減」の方策について説明いた
します。

「収益構造の改善」については日本、北米、中南米で工場/事業所の再編、固
定費の削減、物流効率化、Regionにおける機能最適化を行い、スリム化、効
率化を実行いたします。

「モノづくり強化によるコスト低減」では「フレーム構造の共通化」、「部品現地化」
、「内製化促進」、「購入部品合理化」、「工程、品質改善」による徹底的なコス
ト低減をグローバルで実施いたします。
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日本Regionの収益構造の改善について説明いたします。

６つあるJIT工場を４つに集約し、本社を含む事業所についても、３つを１つに
集約し、適正化を行います。

これにより、工場稼働率が低い関東圏において、稼働率を50％から90％に上げ
ていきます。
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各工場で行っている工場間接業務を関東圏、中京圏の２つに集約し、効率化
を図ることで工場間接業務の効率を３０％アップさせます。

物流については物流センターを武蔵工場内につくり、物流ルートの削減やミルクラ
ンにより、輸送関連コストを20%削減し、運搬中に発生するCO2の低減も行っ
ていきます。
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中南米Regionの収益構造の改善は、４つあるJIT工場を３つに集約します。

また、部品工場(縫製)をJIT工場内に統合することで、輸送に関わる工数や在
庫を減らし、効率化を図ります。
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物流については、ミルクラン、輸送時の部品圧縮及びトラックサイズの適正化による
積載効率UPを行い26％の物流関連コストの削減を図ります。

固定費削減として、POSTの削減17％、Headcountの削減16%を実行します。

北米Regionについては、開発機能、管理機能の最適化による収益改善を行いま
す。JIT工場、部品工場では再生計画を検討しております。

20



ここからは「モノづくり競争力の強化」によるコスト低減についての取組みを説明致
します。

フレーム構造の共通化による効率化でコスト競争力の強化を図ります。詳細は
次ページで説明いたします。

部品現地化は日本から中国、メキシコへ送っている機構部品、精密プレス部品
を現地で生産出来る様に取組んでおります。

内製化促進ではウレタン発泡、ウレタン配合、社内設備の内製化に取組んでお
ります。

購入品合理化は部品のカテゴリー別にクロスファンクショナルチームを結成し、技
術的な視点で原価低減活動を取組んでおります。

工程、品質改善では溶接検査の自動化、組立検査工程の改善等を取組んで
おります。

これらにより抜本的な原価低減を行っていきます。
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フレーム構造を共通化したTTKシリーズをグローバルに適用し、以下４つの方策
によりコスト競争力強化を図ります。

・同一設計による地域個別開発の廃止

・同一設備設計による地域個別設備の廃止

・生産準備段階での課題の水平展開による効率化

・部品の現地生産化

日本、タイ、メキシコ、中国へ適用を拡大しており、更なる拠点への適用拡大を
目指し、組織一体となって提案活動を進めています。

以上が「モノづくり競争力強化」の取組みになります。
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将来の飛躍に向けた「３つのシンカ」、「カーボンニュートラル」の取組みについて説
明いたします。
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当社のメインビジネス領域における深いシンカについての取組みです。

着座時における疲労や快適性のメカニズムを大学と共同で定量的に分析する研
究を行っています。

左は、三重大学と共同研究をした姿勢変化と疲労メカニズムの研究開発

右は、東京大学と共同開発をした快適性の研究開発になります。

このような科学的なアプローチをもとに高品質な魅力商品を提供していきます。
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進むシンカについて説明いたします。

シートを中心としたモビリティ空間の提案にまで活動領域を広げ、空間プロデュ―
サーとして、CASE/MaaSに向けて新しい体験価値を追求していきます。

モビリティ空間における体験価値を創出し、日常生活空間としてのリビングから離
れた場所として、移動との組み合わせによる価値を提案していきます。

現在、移動マイルームのコンセプトモデルを作成しニーズ創出とシーズ抽出に取組
んでおります。
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空間プロデュ―サーとしての取組みは異業種とも積極的に連携をしております。

違う価値観・視点・技術を持っている異業種とも協議し視野を広げていき、様々
な可能性を追求しております。
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新しいシンカについては、社内公募で集まった様々なバックグラウンドを持つメンバ
ーを中心に、タチエスの強みを活かし新領域の開拓を行います。

オープンイノベーションにより他業種とのコラボレーションの可能性を探っていきます。

シート領域だけでなく、新しい領域で、新しい体験価値の提供、困りごとの解決を
目指します。
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３つのシンカに共通する土台であるDX活動について説明いたします。

当社では2024年度までをDXへの基盤構築フェーズとして全てがデータで繋がる
状態を作りだします。

その為のプロセスとして「デジタル人財の育成」、「既存業務の棚卸」、「多々ある
既存システムのフル活用、進化」、「不足システムの導入」、「デジタルプロセスへの
変革」に取組んでいきます。

そして2025年度以降には蓄積・分析されたデータの活用により社会ニーズと企
業活動が繋がり新たな価値の創出(DX)を行います。
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現状の取組みをご紹介いたします。

全社でDXを進める為、各機能からメンバーを選定したDX推進チームで「データで
繋がる」に向けたプロセスの推進をしています。

そして全社員がデジタル人財になる為に全社教育を実施中です。

モノづくり活動としては物流管理と生産管理を連携した一貫システムにより物と情
報の流れを統制し全ての業務の効率化を2023年度運用に向けて推進していま
す。

また、工程シュミレーションをデジタルで行い、工程設計データ蓄積・活用による効
率化を2021年度から運用中です。
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カーボンニュートラルの実現に向けての取組みを説明いたします。

省エネ、技術革新、そして再生可能エネルギーの導入により13年度のCO2排出
量に対し2024年度末には24%削減に取組みます。

様々な国が独自に目標を定めていますが各国政府の政策や目標に準じ、削減
目標を定めていく予定です。

次ページ以降で、省エネ、技術革新、再生可能エネルギー導入の各拠点の活
動内容を紹介します。
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省エネ化についての取組みを紹介します。

工場で使用しているエアコンプレッサーの配管経路の短縮や生産設備からの空気
圧を細かくチェックし、エアコンプレッサーの使用電力を29%削減しました。

技術革新については素材、加工、軽量化の視点で検討した例を紹介いたしま
す。

製品のライフサイクルである５つの基本工程において環境負荷が少ない素材に
注目してカーボンニュートラルを目指します。

加工ではCO2を排出するアーク溶接の廃止や別の結合工法を採用する事で
CO2溶接ガスを90%削減致します。

軽量化では高張力ハイテン材の採用、レーザー溶接の採用、部品点数削減など
により2024年度に量産化するフレームの質量は2016年度比マイナス20%を達
成いたします。
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再生可能エネルギーの導入の取組みです。

既に中国の縫製工場では、太陽光発電システムにより、殆どの電力を賄っており
ます。

日本、メキシコでも2022年度の運用開始を目指し計画を進めております。

引き続き、効果を検証し、更なる拡大を図っていきます。

尚、タチエス技術モノづくりセンターでは創設時より運用を行っております。
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33

コーポレートガバナンスについて説明いたします。



当社は、経営基盤を強化するため、Wave0～Wave1、本年度から2024年
度までを再生・強化と位置づけ、ガバナンス体制を再構築いたします。

具体的には、以下の５つの課題を掲げ、ガバナンスの改善に重点的に取り組ん
でまいります。
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こちらの表は、それぞれの課題の対応時期を表したものです。

原則４の11「取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件」につきま
しては、これまで社内で評価を行っておりましたが、2021年度の評価から第三者
機関を活用した評価に変更いたします。

補充原則４の11の①「取締役の機能発揮」につきましては、2022年の定時株
主総会からスキルマトリックスを招集通知に掲載いたします。

その他の課題につきましても、コーポレート・ガバナンス・コードの考え方を我々とし
て最大限考慮、理解して趣旨に沿うべく対応してまいります。
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当社は、主たる配当の財務指標としてDOEを採用し、

2021年度から2024年度でDOEを３～４％に引き上げる方針です。

2021年度の中間配当金は、１株当たり31.8円といたしました。

通期につきましては、前年比57.1円増配の、年間63.6円とさせていただく

予定です。

また、配当金等による利益還元をより充実させるため株主優待制度を廃止いた
します。
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